












































No1
○ ● ○ ○人事

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤職員 ○会計年度任用職員 ）

①

②

③

内線 418

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（5年度）

部課名
担当者名

区民生活部防災課
渡邊

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

02-01-01 防災設備整備・改修費

課長名 小森
04-05-13

事務事業の種類 新規事業 5年度 4年度

目的

地域危険度の高い地域において災害時の消火活動や、一時避難者への対応に必要となる小型防火水槽や
防災井戸、トイレ対応マンホールなどを防災広場等に設置していく。

対象者
等

区民及び防災区民組織

内容

１　要綱による設置基準・防災広場用地取得基準
　・地域危険度が5または4の地域で、特に消防水利の不足地域であること
　・用地の規模が、概ね300㎡～500㎡であること
　・防災活動を円滑に行える道路に面すること
　・維持管理を受託する防災区民組織があること
２　防災広場・防災設備の整備状況　
　・防災広場 19箇所
  ・防災井戸 55箇所（防災広場、公園・児童遊園、小中学校、防災ｽﾎﾟｯﾄ・ＧＳ等に設置 )
  ・小型防火水槽 82箇所（防災広場、公園・児童遊園等に設置　容量3～10t）

防災・防犯のまちづくり
施策 02 防災基盤の整備

実施基準 計画区分

経過

昭和52年度　都の事業として開始   昭和53年度　区に事務移管
平成12年度　新たな区基本計画においても「災害に強いまち」の一環として位置付けをする。
　　　　　　同計画で整備目標を29ヵ所（地域危険度（総合危険度）5又は4の町丁目数の計）とした。
平成21年度　第6回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は32ヵ所となる。
平成25年度　第7回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は33ヵ所となる。
平成29年度　第8回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は30ヵ所となる。
令和4年度　 第9回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度5または4の町丁目数の計は29ヵ所となる。

必要性

地域危険度の高い地域等について、災害時の地域防災活動の拠点として整備するため、必要である。

実施
方法

2一部委託

事務事業分析シート（令和5年度）

協働 業務 財務

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 年度 根拠

法令等

政策 11
行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災広場の
設置等に関する要綱、荒川区地域防災計画

昭和 56 1981

5年度
見込み

目標値
(8年度)

16 16 29

指標に関する説明

防災広場整備数（か所）（地域危
険度5または4の町丁目のうち）

16 16

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

5年度 6年度

継続 継続

　現状の維持管理の水準を確保する。

2年度 3年度 4年度

防災広場整備

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

21,672 85,042 43,403
29年度 30年度 元年度

19,272 56,518 43,403
171,683 86,257 94,258 540,264

予算・決算額等の推移
予算額

6,100 88,924

3年度 4年度 5年度

3年度 4年度 5年度実
績
の
推
移

事項名（5年度は見込み） 29年度 30年度 元年度 2年度
87,189 38,789

2年度

備品購入費 マンホールトイレ用工具 710

0

0

令和3年度（決算） 令和4年度（決算） 令和5年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 4年度

136
55,672 工事請負費 防災スポット等防災設備工事 42,454工事請負費 防災スポット等防災設備工事

委託料 調査委託 949工事請負費 防災スポット防災設備工事 19,272 委託料 調査委託

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

21,906 2,996 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 18,910 ▲ 21,906

0

▲ 21,906

▲ 21,906

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 62

3年度

▲ 2,996
その他行政費用 2,041 7,651 5,610 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 2,996
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 18,910

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 18,910

・防災広場が整備されていない地域危険度（総合危険度）4・5のランクの地域において、防災広場用地と
しての基準を満たす用地の取得が困難である。

差額 勘定科目

決算額（5年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 10 12 不明 0

平成28年　予特「かまどベンチの設置箇所数について」
　　　　　予特「トイレの設置箇所数及び洋式トイレの設置箇所数」
　　　　　予特「防災スポット用地が防災広場になることがあるか」
平成29年　予特「樹木の剪定の実施時期」
平成30年　予特「防災広場建設用地の確保について」

令和4年度に実施した
改善内容および評価

新宿、台東、墨田、品川、目黒、大田、中野、豊島、板橋、足立

710 710 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 1,591 0 ▲ 1,591 都支出金 0 0

地方税等 0 0

0

防災広場等が未整備の地域危険度
（総合危険度）4・5のランクの地
域において、防災広場の用地情報
を引き続き収集する。

防災広場等が未整備の地域危険度
（総合危険度）4・5のランクの地域
において、用地情報を収集した。

令和4年度に取り組む
具体的な改善内容

令和5年度以降に取り組む
具体的な改善内容

防災広場等が未整備の地域危険度
（総合危険度）4・5のランクの地域
において、防災広場の用地情報を引
き続き収集する。

減価償却費 12,412 12,412 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 2,706 1,071

▲ 98

3年度 4年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

▲ 1,635

行
政
収
入

▲ 2,996

備
考

令和4年度の物件費はマンホールトイレ用工具購入にかかる費用である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 18,910
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